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各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
産業医制度及び地域産業保険センター事業の周知について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、事業者は労働安全衛生法第１３条の規定に基づき、常時５０人以上の労働者を使用する事業場にあたっては、産業医を選任し、労働者の健康管理等を行わせなければならないこととされております。また、産業医の専任義務のない事業場における労働者の健康の確保に資するため、厚生労働省では、労働安全衛生法第１９条の３に基づく事業として「地域産業保険センター事業」を実施しておりますが、産業医の専任義務があるにもかかわらず未選任の事業場があること、地域産業保険センターの利用状況が十分とはいえない状況にあること、さらに、平成２０年４月より、長時間労働者に対する医師による面接指導が労働者数５０人未満の事業場にも適用されることから、地域産業保険センターにおいて面接指導の窓口を開設することとされております。

　つきましては、別添リーフレット「産業医について」及び「地域産業保険センターについてのご案内」が厚生労働省において作成され周知依頼が全建を通じ同省労働基準局安全衛生部労働衛生課長よりまいっておりますので、貴支部会員へご周知方よろしくお願い申し上げます。
　なお、本パンフレットは、同省ホームページ（下記参照願います。）にも掲載されておりますことと、都道府県労働局または労働基準監督署でも配布されておりますことを申し添えます。
☆厚生労働省ホームページ　　　http://www.mhlw.go.jp/
　・行政分野ごとの情報の中の　「労働基準」　をクリック

　　　　　　↓

· 画面右側の　「労働基準行政関係リーフレット一覧」　をクリック

　　　　　　↓

· 「安全衛生関係」

　　　　　　↓

· 「産業医について」

· 「地域産業保険センターについてのご案内」

